
 
 

 

電波法第１０４条の２第１項の規定により付す条件 

 

 

地上基幹放送局（親局に限る。） 

《条件》 

＊ 電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和４年法律第６３号）

により実効性の確保等の観点から見直された外資規制について、免許

を受けることができない者となっていないことの確認及び変更の届出

等の手続を遺漏なく行うこと。 

《条件》 

＊ 電波法（昭和２５年法律第１３１号）による検査を受検する際に登

録点検が実施される場合には、法律で定められている手続であるとい

うことを踏まえ、適切な体制を整えた上で対応すること。 

 

 

日本放送協会所属テレビジョン放送局（総合放送）及び民間地上基幹放

送事業者所属テレビジョン放送局（親局に限る。） 

《条件》 

＊ 放送番組の編集及び放送に当たっては、申請書記載のとおり、教育

番組１０％以上、教養番組２０％以上を確保すること。 

 

 

日本放送協会所属テレビジョン放送局（教育放送）（親局に限る。） 

《条件》 

＊ 放送番組の編集及び放送に当たっては、申請書記載のとおり、教育

番組７５％以上、教養番組１５％以上を確保すること。 

 

 

株式会社日経ラジオ社所属短波放送局（東京局） 

《条件》 

＊ ３９４５ｋＨｚ、６１１５ｋＨｚ及び９７６０ｋＨｚの周波数を使

用して放送を行う際は、３９２５ｋＨｚ、６０５５ｋＨｚ及び９５９

５ｋＨｚの一連の周波数によって行われる放送の内容を補完するため

別紙２ 



 
 

に行う放送に使用すること。 

＊ ３９４５ｋＨｚの周波数を使用して放送を行う際、外国の無線局に

混信を与えることとなった場合には、別に指示する措置を講ずること。 

＊ ５０ｋＷ送信機が故障等により使用不能のため予備送信機を使用す

る場合の空中線電力は、１０ｋＷとする。この場合、「減力して放送し

ている。」旨の放送を行うこと。 

 

 

ＡＭ局の運用休止に係る特例措置の申請希望を行った者のうち、当該特

例措置の適用を行うことが適当と認められるＡＭ局 

《条件》 

＊ 令和５年１１月１日から令和７年１月３１日までの間における、Ａ

Ｍ局の６か月以上の運用休止を行う際には、「ＡＭ局の運用休止に係る

特例措置に関する基本方針（令和５年３月９日公表）」に示した要件を

充足するようにすることとし、その場合において、電波法（昭和２５

年法律第１３１号）第７６条第４項第１号の規定に該当しないものと

して取り扱う。 

  なお、当該期間終了後、更に運用休止が必要と認められる場合にお

いても、同じ取扱いとする。 

※ 親局の場合にあっては、電波法の法律番号が登録点検に係る条件において記載され、既出とな

ることから、本条件において電波法の法律番号の記載を省略する。 


